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命 令 書

再審査申立人 有限会社綿屋田島酉二郎商店

再審査被申立人 全国一般労働組合全国協議会東京東部労働組合

同 全国一般労働組合全国協議会東京東部労働組合たじま支部

主 文

Ⅰ 初審命令主文第１項を次のとおり変更する。

１ 再審査申立人は、再審査被申立人全国一般労働組合全国協議会東
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京東部労働組合たじま支部の組合員Ａに対する平成１７年９月３０

日付け雇止めをなかったものとして取り扱い、次の措置を講じなけ

ればならない。

(1) Ａを原職又は原職相当職に復帰させること。

(2) Ａに対して平成１７年１０月１日から本件初審命令交付の日ま

での間については、同人が受けるはずであった賃金相当額の半額

を、また、その翌日から前項の原職又は原職相当職に復帰させた

日までの間については、同人が受けるはずであった賃金相当額を

それぞれ支払うこと。

Ⅱ その余の再審査申立てを棄却する。

理 由

第１ 事案の概要等

１ 事案の概要

本件は、有限会社綿屋田島酉二郎商店（以下「会社 ）が、全国一般労」

働組合全国協議会東京東部労働組合（以下「東部労組 ）の下部組織であ」

（ 「 」、る全国一般労働組合全国協議会東京東部労働組合たじま支部 以下 支部

「 」） 、 （ 、東部労組と併せて 組合 の組合員Ａを 平成１７年９月３０日 以下

。） （ 「 」）平成の元号は省略する をもって雇止めにしたこと 以下 本件雇止め

が、労働組合法（以下「労組法 ）第７条第１号及び第３号に該当する不」

当労働行為であるとして、同年１１月９日、東京都労働委員会（以下「都

労委 ）に救済申立てがあった事件である。」

２ 本件において請求する救済の内容の要旨

(1) 会社は、本件雇止めを取り消し、Ａを原職に復帰させるとともに、同

人に対して、１７年１０月１日から原職復帰に至るまでの賃金に年６分



- 3 -

の利子を付加して支払うこと。

(2) 会社は、Ａに対する不利益な取扱い及び組合に対する支配介入を行わ

ないこと。

(3) 謝罪文の交付・掲示

３ 初審命令の要旨

都労委は、１９年１１月６日付けで、本件雇止めは労組法第７条第１号

及び第３号の不当労働行為に該当するとして、会社に対し、①本件雇止め

をなかったものとして取り扱い、Ａを原職又は原職相当職に復帰させると

ともに、１７年１０月１日から上記復帰する日までの間の賃金相当額を支

払うこと、②①に係る文書の交付等を命じ、１９年１２月１２日、初審命

令書を当事者に交付した。

４ 再審査申立ての要旨

会社は、これを不服として、１９年１２月１８日、初審命令の取消し及

び本件救済申立ての棄却を求めて、再審査を申し立てた。

５ 本件の争点

(1) 本件雇止めが労組法第７条第１号及び第３号の不当労働行為に当たる

か。

ア 本件雇止めの合理性の有無

イ 本件雇止めはＡが組合員であることを理由としたものか。

(2) 救済方法の相当性の有無

・ 中間収入の控除の要否

第２ 当事者の主張の要旨

当事者の主張は、再審査における以下の主張を付加するほかは、初審命

令理由第３の１、２(同１８～２０頁)に記載されたとおりであるから、こ

れらを引用する。
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１ 会社の主張

(1) 本件雇止めの合理性の有無（争点(1)ア）

本件雇止めは、懲罰委員会において、①Ａとパート社員Ｂとが共謀し

て、１年以上前から肉、魚等の商品を窃取していたこと、②Ａが当初、

一切の窃取行為を否認して反抗的態度を示し、その後、事実を認めたも

のの真摯な反省の態度がないこと、③現場従業員らの二人に対する不信

感と不満が強いこと、④自主退職となるＢ及び過去の取扱い例とのバラ

ンス、⑤Ａが長年特に問題なく勤務してきたことの諸点を考慮したうえ

でなされた。

なお、懲罰委員会は、解雇等の重大処分に慎重を期することを目的と

するもので、過去に組合と無関係の従業員を解雇した際にも、開催して

おり、その開催は組合とは無関係である。

ア 会社の非違行為に関する事実認定が適正であったこと

会社のＡらに対する事情聴取には、具体性、特定性において不十分

な面があることは確かであるが、本件では、一年以上にわたって繰り

返された商品の持出しであったことから、会社としては、事情聴取に

、 、 、際し ある程度抽象的 包括的な質問の仕方をせざるを得なかったし

事実の認定としても 「ＡとＢが相謀って、１６年２月ころから１７、

年８月２１日までの間に、繰り返し、相当回数にわたって肉と魚を、

レジを通さずに持ち出し、窃取した（同年８月１４日の酢と魚を含

む 」と包括的なものにならざるを得なかった。。）

、 （ 、 、 。）Ｂは ８月３１日 以下 年の記載のない日付けは １７年である

の事情聴取において、自らＡと通じて肉と魚を持ち出していた旨を述

べ、エネルギースーパーたじまＳ１店（以下「Ｓ１店 ）青果部Ｚ１」

チーフ（以下「Ｚ１チーフ ）も、同月１４日にＡが酢と売場の商品」

と思われる魚を帰宅間際のＢに渡したところを現認し、かつ、その日
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はＡもＢもレジを通していないことが判明していたし、Ｚ１チーフ以

外の複数の従業員等が、二人が肉や魚を持ち出す現場を見、あるいは

それらしい不審な様子を見た旨報告していた。Ｂは、後に上記自らの

発言を否定しようとしたが、その様な主張をし始めたのは、本件初審

開始後のことである。さらに、Ａも８月３１日の事情聴取（乙１５）

の際には否認していたが、９月３日の事情聴取（乙１８）では「この

前はうそをついて申し分け（ママ）ありませんでした。本当にやりま

した 」と述べ 「鮮魚の売場商品を勝手に持ち出し私腹していた事。 、

。」 （ ） 、をここに認めます と自らの窃盗行為を認める書面 乙４ に署名

指印していた。

このような当人や関係者の証言等の調査結果に照らすと、会社の事

情聴取における発問や確認に曖昧な点があるとしても、本件雇止め当

時の会社がなした事実認定に誤りはなかったというべきである。

これに対し、初審命令は、Ａに対する本件雇止めを決定した際、会

社はＡの行状に関し、Ｂと共に８月中の２度にわたるサケ持出し行為

に加担していたことを認識していたに過ぎないという全く根拠のない

誤った前提に基づき立論しており、その判断には重大な誤りがあると

いわざるを得ない。

イ 非違行為と本件雇止めの均衡

１年以上前からの商品持出しは、それ自体決して些細なことではな

く、重大な犯罪であるが、会社にとっては、自己の非違行為について

のＡの考え方、態度と、二人について他の従業員等が抱いている感情

ひいては職場規律の保持も重要であった。

Ａの態度は基本的に反抗的であり、８月３１日の事情聴取の際の態

度はいうに及ばず、一旦商品持出しを認めた９月３日の事情聴取の際

も、Ｚ２統括本部長（以下「Ｚ２本部長 ）が自主退職を打診するや」
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否や、Ａは「自分のしたことは微々たるものだ 」と声を荒げ、話の。

途中で椅子を蹴るようにして立ち上がり、Ｚ２本部長はそれ以上話が

継続できなかった。会社にとって、このようなＡの態度は、到底自分

の非違行為を心から反省するものとは見えなかった。

Ｓ１店店長Ｚ３（以下「Ｚ３店長 ）のもとには、１６年暮れ以降」

８月７日までの間に４人の従業員らから、ＡとＢの不審行為について

の報告が寄せられた。また、８月３１日以降、会社本部で事情聴取し

たところ、更に多くの従業員らが、二人の商品持出行為について語っ

、 。て憤りをみせており 会社としてそれを放置することはできなかった

これらのことから、会社としては、現場の士気低下を防ぎ、規律を

保持する必要上、ＢとＡをそのまま放置することはできなかった。本

件雇止めは、会社が即時解雇を回避して譲歩した結果であり、本件雇

止めが酷に過ぎて、均衡を失するとはいえない。

ウ 他の従業員の非違行為に関する処分例と本件雇止めの均衡

(ｱ) Ｂとの処分の均衡

Ｂは、事情聴取において自ら自主退職を願い出たので、本件雇止

め時には、すでに自主退職となることが決定していた。会社として

は、二人の処分はできるだけ同等であるべきだと考え、Ａに対して

も自主退職を打診したが、Ａが拒否したので、本件雇止めをしたも

のである。したがって、実質的にみれば、二人に対する処分に不均

衡はない。

(ｲ) その他の従業員の非違行為に対する処分との均衡

組合は、①Ｓ１店青果部チーフによるタバコの窃盗の事案、②店

長の売上金横領の事案を取り上げ、それらと本件雇止めの不均衡を

主張しているが、①については、同チーフについては１回のタバコ

の件の他に疑わしい行為や問題行動の報告など一切寄せられておら
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ず、実際、他には何も問題ないと認められた。タバコの件について

、 、 、も 会社から問われるや 直ちに事実を認めて平身低頭して謝罪し

その場で被害弁償したことから、計画的なものではなく、いわば出

来心から行った過ちと判断し、二度と繰り返さない様注意するに留

めたものである。また、②については、組合は、初審審問における

Ｚ２本部長の証言を根拠に、降格という寛大な処分をしたと主張す

るが、Ｚ２本部長は別件と間違えて証言したものであり、実際には

売上金を横領した店長は懲罰委員会を開いたうえで勧奨自主退職と

している。店長が降格処分となったのは、金庫内の現金を紛失し、

警察が入るも犯人を特定できなかった別件である。

このように、事実を正直に告白して完全に被害弁償をしても自主

退職を勧奨した店長の例や、警察に捜査まで依頼し、結果として犯

人が不明であっても責任上店長を降格した例に照らせば、本件雇止

めは決して厳しすぎるものではない。

エ 以上のとおり、本件雇止めには十分社会的相当性が認められる。

(2) 不当労働行為意思の存否（争点(1)イ）

万が一、本件雇止めが相当性を欠くとされた場合であっても、会社に

は不当労働行為意思は絶対に存在しない。

初審命令は、当時組合と会社との間の緊張関係が日増しに高まってい

た時期であったと認定するが、会社としては、労働委員会及び裁判所に

おける係争が終了し、組合との紛争はできるだけ避けたい意向を有して

、 、いたのであって 組合の集会も団交での雰囲気も係争中のような激しさ

厳しさはなく、労使関係は、かつてなく良好で穏やかなものとなったと

の認識を有していた。

また、初審命令は本件雇止めにより、Ｓ１店の組合員がいなくなるこ

とで組合活動に著しい支障をきたすと指摘するが、一時的にいなくなっ
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、 、ても組合役員がしっかりしており 組合活動が職場に受け入れられれば

パートの組合員を増やすことは十分可能であって、Ａが支部で唯一の女

性かつパート社員であることを過大視すべきでない。

、 、 、さらに 会社は Ａが組合にサービス残業の問題を報告したことなど

本件発生時には全く知らなかったことであり、仮に知っていたとしても

各店舗に対しパート社員のサービス残業の禁止を徹底しており、そのよ

うな事実はないものと考えていたから、上記報告があったとしても痛く

も痒くもないという認識であった。したがって、初審命令が述べるよう

に、パートのサービス残業を告発したＡを排除することにより組合に打

撃を与えようなどと考える余地は全くなかった。

会社にとって、本件は純粋に従業員の窃盗行為という個人的問題行動

であって、組合や組合員としてのＡを意識したものでもなく、理由は、

Ａの窃盗行為とそれについての無反省な態度、職場規律の維持だけであ

る。もし、本件を組合に関係することと捉えていたのであれば、過去に

不当労働行為として問責された経験を持つ会社としては、当初から弁護

士に相談し、そうしていれば、本件のように詰めが甘く、具体性、明確

性に劣る事情聴取や事実確認はされなかったと考えられる。

(3) 救済方法について（争点(2)）

Ａは本件雇止めの後、別のスーパーマーケットに勤務し、会社在職時

より高い給与を受けており、従前以上の生活水準を維持している。かか

るＡの労働条件について、組合に釈明を求めることなく結審し、中間収

入の控除を検討せず、賃金相当額の支払を命じた初審命令には審理不尽

の違法があるものといわざるを得ない。

初審命令は、中間収入を控除しない根拠として、Ａの肉体的・精神的

負担を無視し得ないこと、支部とＡが被った不利益をなかったものと同

様に回復する必要があることを挙げるが、多少の不便、不都合はともか
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く、新しい職場は、スーパーの鮮魚部で、かつ仕事内容も同じというの

であるから、精神的・肉体的負担などと表現するのは大げさすぎる。ま

た、上記のとおり、会社に不当労働行為意思はなく、本件雇止めは、Ａ

自身の犯罪行為と無反省な態度がもたらした結果であるにもかかわら

ず、その点を棚に上げて、組合の不利益をなかったものと同様とするな

どといわれても承服できない。

また、初審命令は、Ａの原職復帰を命じるが、原職復帰すれば、時給

は６５円も下がり、再び鮮魚部チーフＺ４（以下「Ｚ４チーフ ）のも」

とで働くことになる。Ａは、Ｚ４チーフについて、変わり者で怖く、サ

ービス残業を押し付けるなどと供述しており、かかるＡの証言等を鑑み

ると、原職復帰を命じる初審命令は、同人にとって不利益な救済方法で

あって、現実を無視した不当なものである。

２ 組合の主張

(1) 本件雇止めの合理性の有無（争点(1)ア）

ア 会社の主張する本件雇止めの理由について

会社は、本件雇止めの理由として、８月１４日及び同月２１日の各

窃盗行為並びに約１年半にわたる相当回数のＢとの共同窃盗行為を主

張する。これに対し、初審命令は、具体的な商品持出行為として認定

できるのは、８月中旬と８月２８日の２回のサケ持出し加担行為のみ

であり、約１年半の継続的な窃盗行為を具体的に裏付ける事実は認定

することはできないとしている。その理由として、初審命令は、会社

が根拠とする乙７、乙１８については具体的事実の調査が行われてお

らず、抽象的でいずれも明確性に欠けており、会社本部が行う調査と

してはあまりにもずさんであって、採用の限りでないこと、また乙５

には期間が欠落していること、複数の従業員の報告書の内容もＡが商

品を持ち出したことに直接言及していないこと、８月３１日のＢの事
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情聴取時における特殊状況等を挙示して、各証拠の証拠価値を限定的

にとらえているが、妥当な判断である。

イ 会社の主張する商品持出行為について

会社は、８月１４日と同月２１日が具体的な商品持出日であると主

張する。しかしながら、Ｚ３店長は、８月１４日に、Ａが雑巾を持っ

て従業員出入口から鮮魚の売場に入り、塩干物を持って売場から従業

員出入口に出てきた状況を目撃したと証言するが、Ａは塩干物からド

リップをとるための日常業務のために、売場にあった塩干物を持って

作業室に戻っただけのことである。Ｚ１チーフが見たというＢの所持

品は、塩干物ではなく、生魚と酢であったというのであるが、生魚と

は商品にならないゲソのことであり、酢は会社の商品ではなく、Ａが

自宅から持ってきたものであることも明らかとなっている。したがっ

て、８月１４日の件は不正持出しが実行された日ではない。また、同

月２１日については、乙７においてＺ２本部長の最初の質問に出てい

るほか、乙８に若干の記載がみられるのみである。ＢもＡも２回の不

正行為があったことを認めているので、仮に２１日に商品を持ち出し

たとすればこれを否認する必要も利益もないと解されることを総合す

れば、同月２１日も無関係と解するのが相当である。

ウ 他の従業員との均衡について

会社は、他の複数の社員による商品持出行為の有無について、Ｚ３

店長に調査を指示したがそのような事実はないとの回答を得たとか、

あるいは本部自らが乙１０ないし１２の作成時に調査を行ったがその

ような事実はなかったと主張している。しかしながら、上記会社の主

張を裏付ける証拠は全くないし、その調査をしたとする形跡すら見出

しえない。会社は、専らＢ及びＡを処分する根拠となる証言等を収集

するという立場に終始しており、使用者として求められる中立性、客
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観性を完全に放棄しているというほかない。

青果物チーフのタバコ持出しの件については、会社は当初その存在

自体を否定しながら、認めざるを得ない事態に至るや、事案軽微であ

り懲罰委員会にかけて処分するような事案でないと開き直っている。

また、売上金の横領をした店長について降格処分で済ませた事案につ

いても、パート社員には店長クラスより厳しい規律が要求されるなど

。 、という社会通念上到底容認されないような議論を展開している また

エネルギースーパーたじまＳ２店（以下「Ｓ２店 ）における商品持」

出行為については、本部に報告がなかったのであるから、均衡論を持

ち出すのは適切でないと主張しているが、本部がこの事案を知ったと

きにはどのような対応をとったのか、報告しなかった店長に対しどの

ような処分をしたのか、また商品持出行為者に対する処分もなく、ど

のように被害が処理されたのかも不明である。

よって、本件雇止めと店長らの過去における犯罪行為との間に、処

分の内容及び決定手続において著しい不均衡が認められることは明ら

かであり、会社側においてその不均衡を正当化するに足りる具体的な

主張も立証もないことも明らかである。

エ 反省の有無について

Ａは過去における店長クラスの不祥事については、少なくとも雇用

関係を解消されるような処分がなかったこと、他の従業員も同種のこ

とを行っており、調査を求めても会社が取り上げようとしないことを

知っており、確かに自分も一部関係したことについては反省している

が、従来の処分例からみて雇止め処分は免れると思っていた。労働組

合の組合員が過酷な処分に対しては組合とともに闘うことを希望し、

会社にその旨を告知することは反省の有無とは無関係である。これを

とらえて反省がないとする会社の対応は、反組合的態度の表れといえ
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る。

(2) 不当労働行為意思の存否（争点(1)イ）

会社が、Ａのサケ持出し加担行為を端緒として、本件雇止めに至った

のは、同人がＳ１店における唯一の対立組合の組合員であって、組合活

動として職場の世話役的立場で会社と渡り合った活動家であり、組合結

成時からの組合員であることによるものである。

これは、会社が本件をあえて本部直轄として、十分な事実確認を行う

ことなく異例の速さで調査を終了し、本件雇止めを行ったこと、８月３

１日にＢを引率し本部に向かう車の中で、Ｚ３店長が「本当なら鮮魚部

で話を収める所であるがＡが組合員であるから連絡を取った 「Ａも」、

これで終わりだ。言いたいことを言いやがって」などと発言していたこ

とからも明らかである。

(3) 救済方法について（争点(2)）

会社は、Ａが退職した後の中間収入を控除していない点を問題として

いるが、最高裁が労働委員会に中間収入の控除の有無について裁量権を

認めたこと（第二鳩タクシー事件最大判昭和５２年２月２３日民集３１

巻１号９３頁）は周知のとおりである。

初審命令はＡが本件雇止めにより生計の道を絶たれたためにやむなく

、 、再就職した経緯 新人として新しい職場で初めから業務を習得しながら

新しい人間関係を形成しなければならない精神的・肉体的負担、本件雇

止めの撤回のための経済的・時間的負担、本件雇止めによる組合活動へ

の支障等諸般の事情を総合考慮した結果、中間収入を控除することなく

賃金相当額の全額支払いを命じたことは明らかであって、かかる批判は

あたらない。

第３ 認定事実
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当委員会が証拠により認定した事実は、以下のとおり修正するほか、初

審命令第２記載のとおりであるから、これを引用する。

なお 「Ｚ１」については「Ｂ 「Ｚ２Ｓ１店鮮魚部チーフ」について、 」、

は「Ｚ４チーフ 「Ｚ３Ｓ１店青果部チーフ」については「Ｚ１チーフ」」、

とそれぞれ読み替えるものとする。

１ 初審命令第２の１(1) 以下 単に １(1) のように表記 ２行目の 有（ 、 「 」 ） 「

限会社」を「会社」に改める。

２ １(2)２行目の「本件申立時」を「当審結審時」に 「約７５０名」を、

「約８５０名」にそれぞれ改める。

３ １(3)３行目の「本件申立時」を「当審結審時」に改める。

４ ２(1)第１段落１行目の「平成」と、２行目の「会社が経営するエネル

ギースーパーたじま」を削る。

２(1)第１段落３行目の「賃金を時給」の後に 「 本件雇止め時は９６、（

５円 」を加える。）

２(1)第２段落第１文を 「また、Ａは、過去に勤務態度、勤務状況等、

に係る処分をされたことはなく、その働きぶりについては会社からも評価

されていた 」に改める。。

５ ２(2)①１行目から２行目の「Ｚ３エネルギースーパーたじまＳ１店店

長（以下「Ｚ３店長」という 」を「Ｚ３店長」に改める。。）

２(2)④第１段落を「Ｚ３店長は、８月２１日、さらに別のパート社員

から、ＡがＢにサンマを何尾か渡していたようだとの報告を受けたことか

ら、同日、上記経過を会社本部のＺ２本部長（当時総務部次長。この後９

月１日付けで統括本部長となる ）に電話で報告し、同人からの指示を受。

けて、８月２２日には文書で報告した 」に改める。。

２(2)④第２段落を削る。

６ ２(3)①を「８月２５日、Ｚ２本部長は、Ｚ３店長から事情を聴取した
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うえ、Ｚ５取締役社長室長（以下「Ｚ５室長 ）に報告し、同人と事後の」

処理を相談した。その結果、Ａ及びＢを個別に本部に出頭させて、事情聴

取を行うこととなり、Ｚ２本部長は、Ｚ３店長に対し、両名に何も告げな

いで、別々に会社本部まで連れてくるように指示した 」に改める。。

２(3)②ア第５段落を削る。

２(3)③第２段落を削る。

２(3)④ア第１段落第１文及び第２文を 「午後２時ころから、Ｂに対、

する事情聴取が行われたが、その際、Ｂは、具体的氏名を挙げてＳ１店の

複数の社員が商品を持ち出していることを訴えた 」に改める。。

７ ２(4)①第２段落を「懲罰委員会で協議した結果、９月３０日の雇用期

間満了をもってＡを雇止めとすることを決定した 」に改める。。

８ ２(6)第２段落を 「なお、後日、Ａは、会社とは別のスーパーマーケ、

ットの鮮魚部でパートタイムのアルバイトとして勤務し始め、当審結審時

においても同所に勤務している。業務内容は、会社に勤務していた頃とほ

、 、 、 、ぼ同じであり 週５日勤務で １日の労働時間は４から１０時間 時給は

当初１０００円であったが、当審結審時は１０３０円であった 」に改め。

る。

９ ２(7)の「当委員会」を「都労委」に改める。

10 ３(1)第１段落第１文の「社員の不正行為は」を 「何か事件や事故が、

あった際には 」に改める。、

３(1)第１段落第２文冒頭の「また 」の後に 「社員の」を加える。、 、

11 ３(2)第１段落３行目から４行目の「事案の調査結果に基づいて、本人

の反省状況も考慮して」を削る。

３(2)の証拠の摘示から 「乙釈明書」を削る。、

12 ３(3)中の「Ｚ９青果チーフ」を「当時の青果部チーフ」に改める。

３(3)第１段落第１文を「１６年夏ころ、Ｓ１店において、当時の青果
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部チーフが店舗２階の保管場所からタバコを無断で３カートン持ち出す事

件 」に改める。があった。

３(3)第３段落を削る。

13 ３(4)第２段落１行目の「１７年８月初旬 」を削る。、

14 ４(1)表題の「当委員会」を「労働委員会」に改める。

４(1)①中の「当委員会」を「都労委」に改める。

４(1)②１行目の「中央労働委員会」及び３行目の「中労委」を「当委

員会」に改める。

15 ４(2)④冒頭に新たにアとして 「１７年６月ころ、Ａは、Ｓ１店のパ、

ート社員が、終業時間にタイムカードを押した後、サービス残業をさせら

れていることを支部に報告した 」を加える。。

４(2)④アの後に、新たにイとして「支部は１７年６月１２日付けで、

、 、夏季闘争の課題の一つとして サービス残業の問題を挙げたビラを作成し

配布した 」を加える。。

４(2)④第１段落をウとし、第２段落以降をエとする。

16 ４(3)③を④に、④を⑤に改め、新たに③として 「１６年８月ころ、、

Ａは、同じ鮮魚部で働いていた正社員２名から、時間外割増賃金が一部し

、 。」か支払われないことについて相談を受け 支部に加入することを勧めた

を加える。

４(3)⑤１行目から２行目の「抗議集会に参加して」の後に 「サービ、

ス残業問題等について」を加える。

第４ 当委員会の判断

１ 争点(1)について

当委員会も、初審命令と同様、本件雇止めは労組法第７条第１号及び第

３号の不当労働行為に該当するものと判断するが、その理由は以下のとお
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りである。

(1) 前記認定事実記載のとおり、Ａは、元年１０月にフルタイムのパート

社員として会社に雇用され、以後本件雇止めに至るまで約１６年間にわ

たって期間半年の雇用契約を更新し、継続的に会社で勤務してきた者で

ある（上記第３で修正して引用した初審命令第２の２(1)、以下、単に

「第２の２(1)」のように表記 。したがって、本件雇止めは、単なる）

不更新による契約期間の満了にとどまらず、長期間にわたるＡとの雇用

、 。関係を終了させるものとして 実質的に解雇と同視しうる処分といえる

そして、会社は、本件雇止めが懲戒としての意味を有することを認めて

いる。

このことに照らすと、本件雇止めがＡにとって不利益な処分であるこ

とは明らかであり、仮に本件雇止めがＡが組合員であることを理由とす

るものと認められる場合には、労組法第７条第１号の不当労働行為に該

当する。また、その場合には、ＡがＳ１店における唯一の支部組合員と

して、相当程度活発な組合活動を行っていたこと（第２の４(3)）に照

、 、 、らすと 組合との関係においては Ａを会社から排除することによって

組合の組織、活動に不当に介入するものと評価され、労組法第７条第３

号の不当労働行為にも該当することになる。

この点、会社は、本件雇止めは合理的なものであって、同人が組合員

であることとは無関係である旨主張する。

そこで、まず、本件雇止めの合理性の有無について検討したうえで、

さらに、本件雇止めはＡが組合員であることを理由としたものといえる

か否かについて検討する。

(2) 本件雇止めの合理性の有無（争点(1)ア）について

ア 非違行為の内容について

会社は、ＡがＢと共謀して１年以上前から肉、魚等の商品を窃取し
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ていたこと（以下「長期の商品持出行為 ）を前提として、本件雇止」

めをした旨主張する。これに対し、組合は、Ａは２度のサケ持出し加

担行為に及んだのみであって、その他に売場商品を持ち出したことは

ない旨主張していることから、そもそも会社が本件雇止めの前提とす

るＡの長期の商品持出行為が認められるのかが問題となる。

ａ 会社は、Ａの長期の商品持出行為を認めた根拠として、①８月１

４日、Ｚ３店長とＺ１チーフが、ＡとＢの不審な様子を現認したこ

と、②９月３日の調査の席上で、Ａが、Ｂと共謀のうえ、売場商品

の持出しを行っていたことを認めたこと、③Ｂが、８月３１日の事

情聴取において、長期の商品持出行為を認めていたこと、④複数の

社員から両名による商品持出しについて報告を受けていたことを挙

げる。

、 、 、 、ｂ しかしながら ①については Ｚ３店長は 監視カメラによって

Ａが売場の塩干物らしいパックを持って従業員出入口から鮮魚作業

室に入った場面を目撃したと述べるのみであって、Ａの業務上、売

場の商品を鮮魚作業室に持ち込むことは十分あり得ることであるか

ら、Ｚ３店長が目撃した状況から、ただちにＡが売場商品を持ち出

したと判断することはできない。また、その直後にＺ３店長からＡ

及びＢの様子を確認するよう指示されたＺ１チーフは、ＡがＢに生

魚と酢を渡している場面を目撃した旨述べるところ（乙９ 、上記）

Ｚ３店長の目撃した塩干物のパックとは持ち出した物が一致してい

ない。さらに、Ａ及びＢは、このとき授受した物について、自宅か

ら持参した酢と商品にならないゲソである旨証言しており、Ｚ３店

長及びＺ１チーフがＡらの行動に不審を抱きながらも、直接当人ら

に事情を聴取したり、荷物を確認するなど、当然行うべき調査をし

ていないことに照らすと、上記Ａらの供述を直ちに排斥することも



- 18 -

できず、Ｚ１チーフの報告内容によっても、８月１４日にＡらが共

謀して売場商品を持ち出したと判断することはできない。

ｃ 次に、②については、会社主張のとおり、９月３日の事情聴取に

おいて、Ａが「この前は、嘘をついて申し訳ありませんでした。本

当にやりました。組合が怖くてやったと言えなかった。娘のことも

ありまして怖かった 」などと述べ、さらに 「私こと、ＡはＳ１。 、

店鮮魚部に在籍しながら、鮮魚の売場商品を勝手に持ち出し私腹し

ていた事をここに認めます 」と記載された書面（乙４）に署名、。

指印したことが認められる（第２の２(3)④イ 。しかしながら、）

上記乙４には、商品を持ち出していた期間について何ら記載されて

おらず、鮮魚以外の売場商品を持ち出したことについても記載され

ていない。また、９月３日の事情聴取のやりとりが記載された書面

（乙１８）からも、Ａは単にやりましたと述べるのみであって、こ

れに対し、Ｚ２本部長らは、行為の具体的内容や期間、回数等につ

いて何ら聴取していないことが認められる。この点、Ａは、９月３

日の事情聴取では、２件のサケ持出し加担行為について認めたにす

ぎず、長期の商品持出行為を認めたものではない旨証言しており、

上記のとおり、事情聴取においてＡの認めた行為の具体的内容や期

間、回数等が何ら明らかにされていないことに照らすと、必ずしも

Ａの上記証言を排斥することはできない。

ｄ そして、③についても、会社主張のとおり、Ｂは、８月３１日の

事情聴取において、長期の商品持出行為を認め、その旨の書面（乙

４）に署名、指印したことが認められる（第２の２(3)②ア 。し）

かしながら、同日の事情聴取のやりとりが記載された書面（乙７）

をみても、個々の具体的な商品持出行為についてはほとんど確認さ

れていない。また、Ｂは、初審の審問において、長期の商品持出行



- 19 -

為について否認し、上記事情聴取については、恐怖心から極度に不

安定な精神状態の下で答えたもので、会社が、Ａらが１年以上前か

ら商品持出しを行っていたと認定した根拠とする「同じくらいの時

期から」という発言についても、Ａと付き合い始めた時期のことを

述べた旨証言している。このように、Ｂに対する事情聴取は不十分

であったといわざるを得ない。

ｅ さらに、④については、Ｚ３店長が、１６年末ころからＡらの商

品持出しについて複数回の報告を受けていた旨供述し、さらに、会

社から、Ｓ１店の従業員から事情聴取した際のやりとりが記載され

た書面（乙１０～１２）が提出されている。しかしながら、Ｚ３店

長が受けたと供述する報告については、その記録が一切残されてお

らず、同人の供述によってもその具体的内容すら不明確である。さ

、 、 、らに Ｚ３店長によれば そのような報告を複数回受けていながら

８月１４日まで何らの具体的措置も取っていなかったというのであ

って、果たして真実そのような報告があったのかについても疑問を

感じざるを得ない。また、乙１０ないし１２に記載された従業員の

供述内容を見ても、Ａらが互いに商品を渡すのを見たというにとど

まり、それぞれの内容も一致しておらず、必ずしも商品持出しを行

ったと認めるに足りるものではない。さらに、前記認定事実記載の

とおり、Ｓ１店において見切り品等の持ち出しが日常的に行われて

おり、ＢがＺ４チーフから頼まれて、Ａに選んでもらったサンマを

持ち帰った事実が認められること（第２の３(4)）に照らすと、他

の従業員らが、これらの場面を目撃して報告した可能性も否定でき

ない。

ｆ これらの事情に照らすと、会社が根拠として指摘する諸事情につ

いては、いずれもＡについて長期の商品持出行為があったと判断す
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るには不十分なものといわざるを得ない。したがって、本件では、

Ａについて明確に認められる非違行為は、当人自身が認めている２

件のサケ持出し加担行為に留まるというべきである。

もとより、サケ持出し加担行為のみであっても、会社商品を無断

で持ち出すという明らかな犯罪行為に加担するものであるから、決

して許されるべきものとはいえず、場合によっては解雇や雇止めの

正当事由ともなりうるものである。そこで、本件雇止めの合理性の

有無を判断するに当たり、さらに、本件手続におけるＡの態度や他

の処分例との均衡等について、具体的に検討する（本件雇止めに至

る会社の対応については、下記(3)オで検討する 。。）

イ Ａの態度について

会社は、Ａの非違行為はもちろん、これを真摯に反省する態度がな

いことをも考慮して、本件雇止めを行ったと主張する。

そこで、Ａの態度について検討するに、確かに、前記認定事実記載

のとおり、同人は、８月３１日の事情聴取において、後に自認するサ

ケ持出し加担行為を含めて一切の商品持出行為を否認したことが認め

られる（第２の２(3)②イ 。しかしながら、Ａは、組合に恥をかか）

せることになるとか、会社の別店舗に勤める娘のことも考え、とっさ

に否認してしまったと証言しており、このような心境は、何も事情を

知らされないまま本部へ連れて行かれ、いきなり会社幹部からの事情

聴取を受けた状況に照らすと、あながち理解しえないものではない。

そして、Ａは、９月３日に行われた２度目の事情聴取においては、Ｂ

の商品持出行為に荷担したことを認め、謝罪の言葉を述べている。

これに対し、会社は、９月３日の事情聴取においても、Ａは 「や、

ったのは事実だけどそれは微々たるものです」と声を荒げ、話の途中

で椅子を蹴らんばかりにして立ち去るといった言動に及んでおり、全
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く自己の非違行為を反省する態度ではなかったと主張する。しかしな

がら、Ａが上記言動に及んだのは、Ｚ２本部長から自主退職を促され

た後のことであり、Ａが、他にも同種行為に及んでいる従業員がいる

ことや、タバコ持ち出し事件において雇用契約の打ち切りまでには至

、 、っていなかったことを認識していたことに照らせば Ａの上記言動は

十分な事実確認を受けることなく、Ｚ２本部長から自主退職を勧奨さ

れたことから、不公平で納得できないとの感情に基づくものであった

と認めるのが相当である。

したがって、Ａの上記９月３日の言動についても、自己のサケ持出

し荷担行為について反省していなかったと評価されるものではなく、

会社が主張するように事情聴取におけるＡの態度をことさら重視する

ことは相当とはいえない。

ウ 他の従業員との関係について

さらに、会社は、現場従業員らのＡ及びＢに対する不信感と不満が

強いことから、本件雇止めはやむを得ないものである旨主張する。し

かしながら、具体的に上記事実を裏付ける証拠はなく、そもそも処分

の基礎となる長期の商品持出行為に関する認定が不十分である以上、

このような理由によって、本件雇止めを正当化することはできない。

エ 他の処分例との均衡について

(ｱ) まず、会社は、Ｂが自主退職をしていることを指摘し、Ａについ

ても、自主退職を勧めたが、これに応じないことから、本件雇止め

としたもので、実質的に二人の処分は均衡していると主張する。

しかしながら、Ｂの自主退職はそもそも会社の処分とはいえず、

Ｂが自らの判断で退職を申し出たからといって、退職を望まないＡ

に対する本件雇止めが合理的なものと評価されるものではない。し

たがって、上記会社の主張は採用できない。
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(ｲ) 次に、過去の窃盗・横領事件との処分の均衡について検討する。

ａ タバコ持出し事件について

前記認定事実記載のとおり、１６年夏ころ、Ｓ１店において当

時の青果部チーフがタバコ３カートンを持ち出す事件があった

が、約１万円の被害弁償をさせたのみで、同チーフについて特に

処分はされなかったことが認められる（第２の３(3) 。）

ｂ Ｓ２店における商品持出しについて

前記認定事実記載のとおり、Ｓ２店においては、商品を無断で

、 、持ち出し 店長若しくはチーフから叱責を受けた従業員がいたが

会社本部に報告されていないことが認められる(第２の３(1) 。）

これに対し、会社は、本部に報告された本件と、報告されなか

ったＳ２店の事案を比較することは適当でないと指摘するが、別

店舗とはいえこのようなことが存在していた事実は、会社におけ

る商品持出行為に対する対応が、会社が主張するほどに厳格では

なかったことを窺わせる事情といえる。

ｃ 店長経験者による売上金横領事件について、

前記認定事実記載のとおり、過去に懲罰委員会が開催された事

例のうち、店長経験者による売上金横領事件について、チーフへ

の降格処分が決定されたことが認められる（第２の３(2) 。）

これに対し、会社は、当審における最終陳述書において、売上

金を横領した店長については勧奨自主退職としている旨主張し、

初審の審問で、本件を認めたＺ２本部長は、金庫内の売上金が紛

失し、犯人が判明しなかった件と混同していたと述べるが、主張

の変遷であり、これを裏付ける証拠もないから採用できない。

(ｳ) 上記のとおり、会社においては、これまで従業員の商品持出しに

ついて本部に報告された事例はなく、各店舗において内々に処理さ
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れてきたことが窺われる。すなわち、Ｓ１店においても、青果部チ

ーフがタバコを持ち出すという事件が発覚したが、同人に弁償を求

めたのみで、懲罰委員会も開催されず、特段の処分も行われていな

い。また、店舗の最高責任者である店長の地位にある者が、売上金

の横領という重大な犯罪行為を行ったにもかかわらず、職を奪われ

ずに、降格処分にとどまっている。

これに対し、Ａらに対しては、他の従業員から商品持ち出しの疑

、 、いが指摘されていながら 店長が事前に当人らに事情を確認したり

必要な注意、指導を行うといった手順を踏むことなく、当初から会

社本部において、幹部による事情聴取が行われ、重要事案について

のみ開催される懲罰委員会を開いて、雇止めという重大な処分に付

したものであって、上記会社の他の事例との関係で均衡を欠くもの

といわざるを得ない。

オ 以上に照らすと、本件雇止めについては、そもそも会社がその前提

として主張するＡの長期の商品持出行為について十分な根拠があると

は認められず、上記で述べたような、会社のこれまでの取り扱いや他

の処分例との均衡に照らしても、本件雇止めの合理性について疑問を

感じざるを得ない。

（ ）(3) 本件雇止めはＡが組合員であることを理由とするものか 争点(1)イ

ア 上記(1)で述べたとおり、本件雇止めは、その合理性に疑問を感じ

ざるを得ないものであるが、これがＡが組合員であることを理由とし

たものといえるかについて、検討する。

イ 本件雇止め時の労使事情

前記認定事実記載のとおり、１６年１０月１９日、Ｃ書記長に対す

る会社の退職勧奨や配転等が不当労働行為として争われた事件につい

て、東京地裁において、組合と会社の間に和解が成立したが、その後



- 24 -

も、組合員の昇級、査定差別の有無や、店舗における組合ビラ配布の

禁止、サービス残業の有無等の問題をめぐって、支部と会社は激しく

対立していた。支部は、１７年７月２０日、会社のこれらの問題に対

する姿勢に抗議するためにストライキを決行し、会社本部及び複数の

（ 、 ）。店舗前で抗議集会を行ったことなどが認められる 第２の４(1) (2)

これらの事情に照らすと、本件雇止め当時、支部の組合活動は活発

であり、労使対立も厳しかったと認められる。

この点、会社は、本件雇止め当時の支部との関係について、東京地

裁での和解成立後、団体交渉での雰囲気も係争中の激しさや厳しさは

なくなっており、労使関係は良好で穏やかなものであったと主張する

が、上記事実関係に照らし、採用できない。

ウ Ａの組合活動について

前記認定事実記載のとおり、Ａは、支部で唯一の女性かつパート社

員であり、Ｓ１店における唯一の支部組合員である。Ａは、定期的に

団体交渉に出席したり、上記のストライキに加わるなど表だった活動

には参加していなかったものの、１３年５月、自己の労働条件に関す

る団交に出席して、会社側の提案を撤回させたり、１４年４月、Ｓ１

店の労働者過半数代表選挙に立候補したり、１６年８月から１７年６

月ころにかけて、Ｓ１店の正社員やパート社員からサービス残業問題

についての相談を受けて支部に報告するなどしており、とりわけパー

ト社員のサービス残業問題については、Ａの報告が、支部が会社を追

及する端緒となっている（第２の４(3) 。）

、 、 、この点 会社は Ａが組合にサービス残業問題を報告したことなど

本件発生時には全く知らなかったことであり、仮に知っていたとして

も各店舗に対しパート社員のサービス残業の禁止を徹底しており、サ

ービス残業の事実はないと考えていたから、特段の支障はなかった旨
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主張する。

しかしながら、Ａは、上記７月２０日のストライキには参加しなか

ったものの、本部や店舗前での抗議集会に参加し、サービス残業問題

について発言しており、さらに同月２７日及び９月４日に配布された

組合ビラにもパート社員のサービス残業の問題が明記されていたこと

に照らすと、Ａがパート社員のサービス残業問題に積極的に関わって

いることを会社が全く知らなかったとは信じ難い。

また、仮に会社が主張するようにパート社員のサービス残業の禁止

を各店舗に指示していたとしても、現場においてサービス残業が存在

していた可能性は否定できず、Ａが、同じパート社員の立場で周囲か

らの相談を受け、これを組合に報告して問題提起していることに照ら

すと、そのようなＡの言動が、会社にとって相当目障りであったであ

ろうことは想像に難くない。

よって、Ａの組合活動は上記の程度において活発であり、会社もこ

れを概ね認識していたものと認められる。

エ 組合が本件雇止めにより受ける影響の程度

本件雇止めによって、Ａは会社の従業員である地位を失っている。

この点、支部が組合員５名の少数組合であることに照らすと、組合活

動に占める各人の役割は大きく、Ａについても唯一のパート社員とし

て、他のパート社員からの相談を受け、サービス残業の問題を提起す

るなど、その組合活動における存在感は大きかったといえる。また、

支部にパート社員の組合員がいなくなることによって、支部はパート

社員に関する問題を団交の場で提起することが困難となり、会社で多

数を占めるパート社員に向けた組合活動に支障を来すことになる。さ

らに、Ｓ１店に組合員がいなくなることは、支部にとって、活動拠点

の一つを奪われることを意味し、その意味でも、Ａの存在は重要であ
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ったと認められる。

よって、本件雇止めが、支部の組織及び組合活動等に与える影響は

相当大きいものといえる。

オ 本件雇止めに至る会社の一連の対応について

まず、上記のとおり、Ｚ３店長は、１６年末ころから、複数回にわ

たりＡらが商品持出行為に及んでいる様子である旨の報告を受けてい

たにも関わらずこれに対し何らの措置も取っていない。店舗の責任者

である店長としては、従業員に不正行為の疑いがあれば、必要な事実

確認を行い、早期に問題解決を図ろうと行動することが通常であると

ころ、上記Ｚ３店長の対応は、不正行為の疑いを放置するものであっ

て、疑問を感じざるを得ない。他方で、Ｚ３店長は、８月１４日に監

視カメラで監視するなどして、Ａらの不審な行動を目撃するや、直接

事実を確認したり、Ｂの荷物を調査するなど、必要な確認行為をとる

ことなく、ただちに商品持出行為があったとして、会社本部に連絡し

ており、これまで半年近くも事態を放置していたにもかかわらず、あ

まりに性急な対応であって不自然というほかない。

次に、前記認定事実によれば、Ｚ２本部長は、８月２１日、Ｚ３店

長からの報告を受けて、ただちに書面による報告を求めるとともに、

何も事情を告げないままにＡらを会社本部に連れてくるように指示

、 （ 、 ）。し 直接Ｂ及びＡから事情聴取を行っている 第２の２(2)④ 同(3)

この点、Ｚ２本部長は、初審審問において、極めて重大なことに関し

ては本部に呼んで事情確認をする旨証言するところ、この当時、Ｚ２

本部長が得ていた情報がＺ３店長からの報告のみであったことに照ら

すと、ただちに重大事案として本部で事情聴取を行うと判断したこと

は、不自然といわざるを得ない。

、 、 、 、すなわち 上記のとおり Ｚ３店長及びＺ１チーフは ８月１４日
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、 、Ａらの不審な行動を目撃したが それ以上に事実確認を行っておらず

Ａらが商品持出行為に及んだと断定するには不十分な状況であった。

、 、また Ｚ３店長は他の従業員から複数の報告を受けていたと述べるが

半年以上にわたって放置していたもので、いずれもＡらが商品持出行

為に及んでいたことを明確に報告するものとはいえず、この時点で長

期の商品持出行為の疑いがあると判断するには不十分なものであっ

た。しかしながら、Ｚ２本部長は、Ｚ３店長に事実の確認を命じない

まま、Ａらを会社本部に連れてくるよう命じており、その対応は不自

然といわざるを得ない。

さらに、会社本部における調査においても、Ｚ２本部長は、Ａに対

し、同人が認める商品持出行為の具体的内容、期間及び回数等につい

て何ら聴取しないまま、あらかじめ会社が作成した書面（乙４）に署

名、指印させており、結局、Ａがいつ、何を、どのように持ち出した

のかについては、何ら特定されていない。

この点、会社は、Ａは、８月３１日の事情聴取の流れで、９月３日

に「やりました 」と述べたのであるから、当然に長期の商品持出行。

為を認めたものと判断したと主張するが、上記乙４には、会社がＢに

署名 指印させた乙５と比較して この１年に及びまして 及び 精、 、「 」 「

肉」との記載が欠けており、会社はＡが長期の商品持出行為を全て認

めたわけではないことを認識しつつ、同人の責任追及の根拠となる書

面の作成を急いだのではないかとの疑念も感じられるところである。

また、Ｂは、９月３日の事情聴取の際に、Ｓ１店の他の従業員の具

体的氏名を挙げて、同人らも商品持出行為に及んでいたことを指摘し

たが、会社はＺ３店長に事実を確認したのみで、それ以上の調査を行

ったことを認めるに足りる証拠はない。さらに、調査の過程で、Ｓ１

店における商品管理の状況（見切り品の取り扱い等）について問題が
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あったことも明らかになっているが、この点に関しても、本件雇止め

に際して、会社が何らかの調査を行った形跡は窺われない。

そして、会社は、Ａが継続雇用を求め、解雇であれば支部とともに

闘う旨述べていたにもかかわらず、上記９月３日の事情聴取の３日後

には、重要な案件のみについて開催される懲罰委員会を開催して、Ａ

の雇止めを決定し、同月９日、同人にこれを通知している。

この点、会社は、懲罰委員会において慎重に検討した結果、Ａを雇

止めとすることを決定したと主張するが、Ｚ２本部長は、９月３日の

事情聴取の際に、行為の具体的内容、期間及び回数等について確認し

ないまま、Ａに自主退職を勧め、同人がこれを拒むと、暗に解雇とな

ることを示して、さらに退職を強く促しており（第２の２(3)④イ 、）

会社は、懲罰委員会を開く前から、Ａを会社から排除したいという意

思を有していたことが窺われる。また、懲罰委員会について会社に特

段の定めはなく、社長、Ｚ５室長及びＺ２本部長の三者で開催される

に過ぎないことから、懲罰委員会で決定したことをもって、恣意的な

判断が行われていないということもできない。

これら本件雇止めに至る会社の一連の対応をみると、会社は、本件

雇止めに際し、Ａの非違行為を確認するための必要な調査を行ってい

るとはいいがたく、また、会社が行った調査の内容もＡを重く処分す

るための調査に偏っていたと評価せざるを得ない。さらに、上記のと

おり、Ｓ２店において、従業員の商品持出行為が、店長ないしはチー

フ限りで内々に処理され、本部に報告されていなかったこと、Ｂが指

摘した他の従業員の商品持出行為について、会社が単にＺ３店長に確

認したのみでそれ以上の調査を行ったとは認められないことなどと比

較しても、本件雇止めに至る会社の対応は、明らかに異例な対応であ

ったといえ、このことは、会社が当初から本件非違行為を奇貨として
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Ａを排除しようとの意図を有していたことを窺わせるものといえる。

カ これらの事情に加えて、本件雇止めが、まさに支部からパート社員

のサービス残業問題が提起されていた時期に接着して行われているこ

とに照らすと、会社は、以前から、支部と厳しい対立状況にあって、

支部の活発な組合活動に嫌悪感を抱いていたところ、Ａについてもパ

ート社員のサービス残業問題に積極的に関わっており、支部の唯一の

女性かつパート社員であることなどから、Ａが会社から排除されるこ

とによって、支部の組織及び組合活動等に相当の支障が生ずることを

認識しつつ、Ａが前記非違行為に及んだことを奇貨として、同人を排

除する意図で本件雇止めをなしたものと認めるのが相当である。

(4) 小括

以上によれば、本件雇止めは、Ａが組合員であることを理由とした不

利益取扱いであると認められ、また、Ａを会社から排除することによっ

て、支部の組織及び活動を弱体化するものと認められることから、これ

が労組法第７条第１号及び第３号の不当労働行為に該当する旨の初審命

令の判断は相当である。

２ 救済方法の相当性について（争点(2)）

(1) 会社は、Ａは本件雇止めの後、別のスーパーマーケットに勤務して在

職時より高い給与を受けており、従前以上の生活水準を維持しているの

であるから、中間収入を控除することなくバックペイを命じた初審命令

は不当である旨主張する。

しかしながら、救済命令の内容については、当該不当労働行為によっ

て生じた状態を直接是正することを基本として、労働委員会において諸

、 。般の事情を考慮した上 適正な裁量権を行使して決定すべきものである

これを本件についてみるに、Ａは、本件雇止めにより、約１６年間も

の長期にわたりフルタイムとして安定して勤務していた職場から突然放
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逐され、生活のために再就職を余儀なくされたものであって、現在の職

場では、日によって勤務時間が変動するなど、必ずしも安定した就労状

況にあるとはいえない。また、再就職先を探すために要した労苦や新た

な職場になじむための努力等に加えて、本件雇止めの撤回を求めるため

の手続等にかかる負担、精神的苦痛等も併せ考慮すれば、結果的に同種

、 、の職に就いて 相当額の収入を得ていることが認められるからといって

必ずしもこれを機械的に中間収入として控除しなければならないものと

はいえない。

また、上記のとおり、本件雇止めは、組合に対する支配介入にも該当

するものであって、救済命令の内容を考えるに当たっては、組合の受け

た侵害の回復という観点も無視し得ない。本件では、上記１(3)のエに

記載したとおり、本件雇止めによって組合が受けた影響は相当大きかっ

たと認められるのであって、その侵害を回復する必要がある。

これらの事情を考慮すれば、初審命令が中間収入を控除することなく

バックペイを命じたことをもって、不当ということはできない。

ただし、Ａ自身が、２度のサケ持出し加担行為に及んだことは自認し

ており、自己の勤務する店の商品持出しに加担したその行為自体につい

ては、決して許されるものではないことから、初審命令交付日までの期

間については、賃金相当額の半額に限ってバックペイを命じることが相

当である。

よって、初審命令主文第１項を主文のとおり変更する。

(2) なお、会社は、Ａに原職復帰を命じることは、実質的にＡに不利益を

もたらすもので不当であると主張する。しかしながら、本件申立てにお

いて、組合はＡの原職復帰を求めており、Ａ自身も、当審における調査

期日において、原職復帰を希望する旨を明らかにしていること（審査の

全趣旨 、本件雇止めによるＡ及び組合に対する侵害の是正方法として）
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は、Ａを原職又は原職相当職に復帰させることが最も直接的な方法であ

ることに照らすと、これを命じた初審命令は相当であり、会社の主張は

採用できない。

第５ 結論

以上より、初審命令主文第１項を主文のとおり変更するほか、会社の再

審査申立てには理由がないから、これを棄却することとし、労組法第２５

条、同法第２７条の１７及び第２７条の１２並びに労働委員会規則第５５

条の規定に基づき、主文のとおり命令する。

平成２０年１１月２６日

中央労働委員会


